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/16 2 1  研究背景：モバイル社会研究所が行ってきた子ども調査について 

NTTドコモ モバイル社会研究所は、2004年の設立当初より、さまざ
まな調査研究を行ってきた。なかでも最初の本格的社会調査が、
2010年の調査で、ライフスタイルをキー概念に、ケータイの利用が
個々人に及ぼす影響だけでなく、その社会に、そして文化に、与える影
響までも含めて研究することをスタートさせた［文献１］。 
 
中でも「子ども調査」については、 GSMA*¹との協力で、現在までに
2009年より2016年まで、7件の国際比較調査を実施、国際比較レ
ポートを発行している。 
 
本報告では、まず日本と同じ「東アジア諸国」と、日本を比較した
「比較レポート2010」と、ICT先進国と考えられる「欧州7か国」と
日本を比較した「比較レポート2014」について紹介する。 
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＜参考、*1＞ 
GSM（Global System for Mobile Communication）：デジタル方式を採用
した第2世代携帯電話(2G)の標準規格の一つで、ほぼ全世界で標準として普及し
た方式。途上国などでは根強く利用され続けている。 
 
GSMA（GSM Association）：GSM方式の携帯電話システムを採用している移動
体通信事業者や関連企業からなる業界団体。世界の220ヶ国で、800社近くの移動
体通信事業者や、そのほか端末製造メーカー、ソフトウェア企業、メディアやエンタテイン
メント企業など、200社以上が加盟している。 
 
GSMA・モバイル社会研究所、子ども調査：これらの一連の子ども調査は、モバイル
社会研究所の提案により、2009年より調査を開始、2016年まで7回の調査を
行ってきた。毎年、調査実施に参加する国を公募し、調査票は参加各国の意見を聞
きながらGSMAとモバイル社会研究所とで作成、調査は各国で実施、結果を共有し、
それぞれの国で報告書を作成する。  





/16 6 ２、過去の子どもの国際比較調査の概要 
―― 「アジアの子どもと日本の子ども」、「比較レポート2010」より ――  

図1 スマホ・ケータイの所有率(年齢別)、「比較レポート2010」より 
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―― 「アジアの子どもと日本の子ども」、「比較レポート2010」より ――  

「比較レポート2010」は、日本と、韓国・中国・インド・メ
キシコ・キプロスのアジア6か国を比較。調査方法、サンプ
リング方法などが異なり、厳密には各国の直接的な比較
はできないが、レポートでは国ごとにICT機器の所有率
等の実態を中心に、その年齢変化の特徴などを比較し
ている。 
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―― 「アジアの子どもと日本の子ども」、「比較レポート2010」より ――  

図１はスマホ・ケータイの所有率だが、韓国やキプロスが
13歳でほぼ100％に達しているのに対して、日本や中
国は14歳から15歳にかけて急激に所有率が拡大して
いる。 
 
⇒ 日本の子どものスマホ・ケータイ所有の特徴として、

中学、高校などへの進学を機に、所有率が急激に
拡大する傾向が伺える。 







/16 11 ３、過去の子どもの国際比較調査の概要 
――「ヨーロッパの子どもと日本の子ども」、「比較レポート2014」より――  

図2 スマホ・ケータイ利用者に占めるスマホ利用率(年齢別)、 
「比較レポート2014」より 
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――「ヨーロッパの子どもと日本の子ども」、「比較レポート2014」より――  

図2（NCGM調査）で、日本と欧州の年齢変化の特徴を比較する
と、欧州7か国の平均のスマホ利用率が、9歳で既に4割に達するなど、
低学年から利用しているのに対して、日本の子どもは高校入学となる
15歳で7割に拡大するまで、スマホ利用率は低い傾向にある。 
 
NCGM調査（NetChildrenGoMobile)：欧州委員会が出資する
「インターネット利用に関連した子ども調査」のプロジェクト。 
 
＝＞この理由の一つとして、学校教育におけるICT利用実態の違いが

影響している可能性が考えられる。経済協力開発機構(OECD)
が2015年に15歳を対象にした同様の調査*²[文献6]でも、週
に１回以上学校の宿題のためにインターネットを使う子どもの割合
は、欧州の子どもが過半数に達しているのに対して、日本では3割
に達していない。 

 





/16 14 ４、モバイル社会研究所の「2017年 子ども調査」について 

2017年調査では、日本でもスマホ利用の低学年化や、教育機関等で
のICT利用が盛んになってきたことをうけ、調査内容の抜本的な見直しを
実施。本調査の母集団は、首都圏（1都6県）在住の小中学生とそ
の親、それぞれ500名、合計1,000名である。調査方法は「訪問面接
調査法」。訪問面接調査の実査は2017年10月に実施。 
 
⇒ 実査の結果、小学生のスマホ利用率は3割～4割に達しており、ス

マホ利用率は中学入学を機に一層拡大し、中学生では7割～8割
となった。加えて、スマホの普及に伴い、毎日1時間以上スマホ・ケー
タイでインターネットを利用する中学生は4割に達している(図3)。 
 
アジアにおける日本の特徴、ヨーロッパ諸国と日本の違いなどを考慮
しつつ、スマホやインターネットが子どもに浸透する中で、その影響を
明らかにすることが求められており、以下、「ケータイ利用のライフスタ
イル研究(２)」で子どものライフスタイルへの影響について報告する。 



/16 15 ４、モバイル社会研究所の「2017年 子ども調査」について 

図3 スマホ・ケータイでインターネットを利用する時間 (SA・学年別)、 
「2017年 子ども調査より」 
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